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平
成
20
年
度
の
当
初
予
算
額
は
、

１
２
９
億
２
，
９
０
０
万
円
で
す
。

前
年
度
当
初
予
算
額
１
３
６
億
２
，

０
０
０
万
円
に
対
し
、
５
・
１
％
（
６

億
９
，
１
０
０
万
円
）
の
減
と
な
り

ま
し
た
。
予
算
額
が
減
少
し
た
主
な

理
由
と
し
て
、
前
年
度
予
算
に
平
成

18
年
度
に
発
生
し
た
豪
雨
災
害
関
連

経
費
が
含
ま
れ
て
い
た
こ
と
や
、
行

政
改
革
の
成
果
に
よ
る
公
債
費
（
借

金
の
返
済
金
）
や
人
件
費
の
削
減
な

ど
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　
三
位
一
体
改
革
に
よ
り
、
国
庫
補

助
金
、
地
方
交
付
税
、
税
源
移
譲
な

ど
の
一
体
的
な
見
直
し
が
図
ら
れ
て

お
り
、
補
助
金
の
廃
止
や
地
方
交
付

税
の
削
減
な
ど
歳
入
は
大
き
く
減
少

し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
中
で
、
今

後
本
格
的
な
豪
雨
災
害
復
興
に
要
す

る
多
大
な
経
費
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

か
ら
、
当
面
厳
し
さ
が
続
く
も
の
と

予
想
さ
れ
ま
す
。
引
き
続
き
徹
底
し

た
行
財
政
改
革
を
進
め
、
中
長
期
的

な
財
政
基
盤
の
安
定
化
を
図
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

●
歳
入
（
入
る
お
金
）

　
歳
入
の
主
な
も
の
と
し
て
は
、
皆
さ
ん
に
納
め
て

い
た
だ
く
町
税
（
１６
・
３
％
）
の
ほ
か
、
国
か
ら
交

付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
（
４２
・
５
％
）
、
国
県
支
出

金
（
合
併
補
助
金
含
む
）
（
１４
・
６
％
）
、
借
入
金

で
あ
る
町
債
（
１０
・
１
％
）
な
ど
が
多
く
な
っ
て
い

ま
す
。
し
か
し
近
年
で
は
国
県
の
財
政
も
厳
し
い
状

況
か
ら
、
地
方
へ
の
補
助
金
・
交
付
金
な
ど
が
減
少

し
て
き
て
お
り
、
そ
の
分
を
地
方
が
借
金
（
町
債
）

や
貯
金
（
基
金
）
を
下
ろ
し
て
歳
入
を
賄
っ
て
い
る

と
い
う
状
況
で
す
。

■
自
主
財
源
と
依
存
財
源

　
自
分
の
町
で
賄
っ
て
い
る
収
入
（
自
主
財
源
。
主

に
町
税
）
は
、
３６
億
８
，

  

９
８
０
万
円
で
、
全
体
の

２８
・
５
％
（
前
年
比
１
・
１
％
増
）
、
逆
に
国
県
支

出
金
な
ど
に
依
存
し
て
い
る
財
源
は
、
９２
億
３
，

  

９

２
０
万
円
で
７１
・
５
％
（
前
年
比
１
・
１
％
減
）
と

な
っ
て
お
り
、
国
県
の
施
策
の
動
向
に
左
右
さ
れ
や

す
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
自
主
財
源
比
率
は
１
・
１

％
の
増
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
２
～
３
年
は
貯
金

（
財
政
調
整
基
金
）
の
減
少
に
歯
止
め
が
か
か
ら
ず
、

厳
し
い
状
況
が
続
く
と
思
わ
れ
ま
す
。

■
借
入
金
（
町
債
）

　
建
設
事
業
の
財
源
や
歳
入
の
不
足
を
補
う
た
め
借

り
入
れ
る
町
債
は
、
１３
億
５
３
０
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
前
年
度
の
当
初
予
算
と
比
較
し
ま
す
と
、
１

億
３
，

  

４
０
０
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

■
貯
金(

基
金
繰
入)

　
歳
入
の
不
足
を
補
う
た
め
に
繰
り
入
れ
る
基
金
は
、

６
億
６
，

  

９
８
９
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
前
年
度

の
当
初
予
算
と
比
較
し
ま
す
と
、
１
億
４
，

  

５
１
１

万
円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
20
年
度
末
見
込

で
は
13
億
７
，

  

０
０
０
万
円(

一
般
会
計
分)

し
か
残

り
ま
せ
ん
。

平成20年度

当
初
予
算
「
行
革
継
続
予
算
」
と
位
置
づ
け

　
　
　
　
　
将
来
負
担
の
削
減
を
図
る

「
行
革
継
続
予
算
」
と
位
置
づ
け

　
　
　
　
　
将
来
負
担
の
削
減
を
図
る

「
行
革
継
続
予
算
」
と
位
置
づ
け

　
　
　
　
　
将
来
負
担
の
削
減
を
図
る

歳入合計　129億2,900万円

自主財源

％

28 .5

町税

21億 805万円

16.3％

その他 

　1億  60万円 0.8％

地方譲与税 

　2億3,400万円 1.8％

地方消費税交付金 

　2億2,000万円 1.7％

国庫支出金 

　8億9,096万円 6.9％

県支出 

　9億9,273万円 7.7％ 町債
13億 530万円
10.1％

地方交付税

54億9,561万円
42.5％

繰入金 

　6億6,989円 5.2％

使用料及び手数料 

　2億2,456万円 1.7％

諸収入 

　2億7,764万円 2.2％

分担金･負担金

　1億7,091万円 1.3％

繰越金ほか 

　2億3,875万円 1.8％

財

源

依
存

71 .5 ％

歳入

９ 広報さつま

（前年度比5.1％減）

歳出合計　129億2,900万円

民生費

31億7,741万円
24.6％

公債費

30億9,956万円
24.0％

総務費
15億4,070万円

11.9％

土木費

15億8,783万円
12.3％  

教育費
11億 294万円

8.5％  

農林水産業費 

　8億6,940万円 6.7％

衛生費 

　8億2,480万円 6.4％

消防費 

　4億3,267万円 3.3％

議会費 

　1億7,050万円 1.3％
商工費 

　1億1,622万円 0.9％

災害復旧費等 

　697万円 0.1％

●
歳
出
（
使
う
お
金
）

　
歳
出
の
費
目
ご
と
の
割
合
は
、
民
生
費
（
社
会
福

祉
費
関
係
）
、
公
債
費
（
借
入
金
の
返
済
金
）
、
土

木
費
、
総
務
費
、
教
育
費
な
ど
の
順
で
予
算
に
占
め

る
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
、
国
県
の
補

助
事
業
の
採
択
や
確
定
に
伴
う
追
加
事
業
、
自
然
的

要
因
に
左
右
さ
れ
る
災
害
復
旧
事
業
な
ど
の
補
正
が

見
込
ま
れ
ま
す
。

■
借
金
の
返
済
金
（
公
債
費
）

　
平
成
１９
年
度
末
に
お
け
る
借
入
金
の
残
高
は
、
２

１
８
億
８
，

  

９
５
５
万
円
と
な
り
減
少
傾
向
に
あ
り

ま
す
が
、
年
間
予
算
額
を
超
え
る
大
き
な
金
額
に
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
対
す
る
年
間
の
元
利
金
返
済

額
は
３０
億
９
，

  

３
８
１
万
円
（
一
時
借
入
金
利
子
を

除
く
）
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
う
ち
５０
％
程
度
は
交

付
税
と
し
て
国
か
ら
助
成
さ
れ
ま
す
。

財
政
の
状
況

　　
今
、
国
や
県
に
お
い
て
も
、
大
き
な
財
政
改
革
が

進
め
ら
れ
て
お
り
、
国
か
ら
地
方
へ
の
補
助
金
・
交

付
金
等
も
大
き
く
削
減
さ
れ
て
い
ま
す
。
特
に
国
か

ら
交
付
さ
れ
る
普
通
交
付
税
は
こ
こ
５
年
間
で
約
５

億
円
も
減
少
し
ま
し
た
。
地
方
で
地
域
間
格
差
が
生

じ
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
地
方
交
付
税
に
お
い
て

「
地
方
再
生
対
策
費
」
の
創
設
な
ど
の
新
た
な
枠
組

み
が
設
け
ら
れ
る
な
ど
、
明
る
い
ニ
ュ
ー
ス
も
あ
り

ま
す
が
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
お
り

ま
す
。

歳出

１２９億２,９００万円

平成２０年度一般会計当初予算


